
　　　　　契約変更の内容

変更前の契約金額

履行期間（至）

履行期間（自）

業 務 概 要

業 種 区 分

業 務 場 所

業 務 の 名 称

契約業者の住所

契 約 業 者 名

契約変更年月日

（税込み）

変 更 金 額 （税込み）

変更後の契約金額 （税込み）

変 更 理 由

（変更した内容に
　　ついて記述する）

特記仕様書のとおり

令和６年度那覇空港土木施設予備検討業務日本空港コンサルタンツ・エコー設
計共同体  

令和６年度那覇空港土木施設予備検討業務

那覇市鏡水地先

令和　６年１０月　９日

令和　８年　３月１９日

７８，４３０，０００円

土木関係建設コンサルタント業務

令和　７年　８月２９日

東京都中央区勝どき１ー１３ー１

（第４回）

０円

７８，４３０，０００円

変更理由書のとおり



変更理由書（第 4回変更） 

 

件     名 ：令和６年度那覇空港土木施設予備検討業務 

契 約 相 手 方 ：令和６年度那覇空港土木施設予備検討業務日本空港コンサルタンツ 

・エコー設計共同体 

履 行 期 間 ：令和６年１０月９日～令和７年８月２９日 

 

変 更 理 由 ：本業務は、上記相手と令和６年１０月８日付をもって契約締結し 

現在鋭意履行中であるが、下記の理由により変更するものである。 

 

 

記 

 

１）履行期間延長について 

潮流・水質予測シミュレーションについて、取り纏めや照査に時間を要する事が判

明したことから、履行期間の延伸を行うものである。 

 

上記の理由により、やむを得ず履行期間の延伸を行うものである。 

 

現 履行期間：令和 6年 10 月 9日 ～ 令和 7 年 8 月 29 日 

変更履行期間：令和 6年 10 月 9日 ～ 令和 8 年 3 月 19 日 

 

以上 





変更理由書（第３回変更） 

 

件     名 ：令和６年度那覇空港土木施設予備検討業務 

契 約 相 手 方 ：令和６年度那覇空港土木施設予備検討業務日本空港コンサルタンツ 

・エコー設計共同体  

履 行 期 間 ：令和６年１０月９日 ～ 令和７年５月３０日 

 

変 更 理 由 ：本業務は、上記相手と令和６年１０月８日付をもって契約締結し 

現在鋭意履行中であるが、下記の理由により変更するものである。 

 

 

記 

 
 

１）履行期間延伸について 

土木施設拡張案の追加が生じ、追加案の検討の分、不測の期間を要することとな

ったため、履行期間内の業務完了が難しくなった。 

 

上記の理由により、やむを得ず履行期間の延伸を行うものである。 

 

現 履行期間：令和 6年 10 月 9日 ～ 令和 7 年 5 月 30 日 

変更履行期間：令和 6年 10 月 9日 ～ 令和 7 年 8 月 29 日 

 

 

２）数量の変更について 

   土木施設拡張案の追加が生じたため、検討項目の数量の変更を行う。 

 







　　　　　契約変更の内容

変更前の契約金額

履行期間（至）

履行期間（自）

業 務 概 要

業 種 区 分

業 務 場 所

業 務 の 名 称

契約業者の住所

契 約 業 者 名

契約変更年月日

（税込み）

変 更 金 額 （税込み）

変更後の契約金額 （税込み）

変 更 理 由

（変更した内容に
　　ついて記述する）

特記仕様書のとおり

令和６年度那覇空港土木施設予備検討業務日本空港コンサルタンツ・エコー設
計共同体  

令和６年度那覇空港土木施設予備検討業務

那覇市鏡水地先

令和　６年１０月　９日

令和　７年　３月３１日

５８，１９０，０００円

土木関係建設コンサルタント業務

令和　７年　２月２７日

東京都中央区勝どき１ー１３ー１

（第１回）

０円

５８，１９０，０００円

変更理由書のとおり



変更理由書（第１回変更） 

 

件     名 ：令和６年度那覇空港土木施設予備検討業務 

契 約 相 手 方 ：令和６年度那覇空港土木施設予備検討業務日本空港コンサルタンツ 

・エコー設計共同体 

履 行 期 間 ：原 工 期 令和６年１０月９日～令和７年２月２８日 

       ：変更工期 令和６年１０月９日～令和７年３月３１日 

 

変 更 理 由 ：本業務は、上記相手と令和６年１０月８日付をもって契約締結し 

現在鋭意履行中であるが、下記の理由により変更するものである。 

 

 

記 

 

１）履行期間延長について 

土木施設の予備検討に係る施設配置計画について、大阪航空局からの資料提供

が遅れたため、設計期間が確保できなくなり、履行期間内の業務完了が難しくな

ったことから履行期間の延伸を行う。 


